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アンケー

 

労働組

の賃上げ

資につい

績改善が

そこで

投資の状

 

調査項目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2015

製造
 
○2015
 
○2015

と回

 

 
 
○2015
 
○実施

し」

≪調査

①2015 年

②2015 年

の増減

③2015 年

④2015 年

⑤2015 年

集アンケー

年度にお

ート趣旨  

組合を束ねる

げ率は前年比

いて、持ち直

が、賃上げや

で、今回のア

状況について

目 

昨年

5 年度におけ

造業を中心に

5 年度におい

5 年度の夏季

答 (30 頁) 

2015 年

その

5 年度の設備

（または予定

が拮抗 (36

査結果≫ 

年度における

年度における

減    

年度夏季賞与

年度夏季賞与

年度における

ート 

おける県内

る連合が 7 月

比 2.20％で昨

直しの動きが

や設備投資の

アンケートで

て質問し、考

年度に比べて

した事

ける月例給与

5 割強の事業

いて夏季賞与

季賞与を支給

年度の設備投

のうち、投資

備投資につい

定）の設備投

頁) 

る月例給与額

る非正規雇用

与の支給状況

与の支給額 

る正規雇用者

内事業者の

月に発表した

昨年から 0.1

が見られてい

の増加につな

では、県内経

考察を行った

て月例給与

事業者は全

与額を「増加

業者が「増加

与を支給した

給した事業者

投資について

資による「

いて、実施し

投資による業

額の増減 

用者の賃金単

況 

者数の増減
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の賃上げ・

た 2015 年春季

3 ポイント上

いると判断し

ながっている

経済の状況を

た。 

額や夏季賞

体の 55.7％

 

加」させたと

加」と回答し

た事業者は 7

者のうち 4 割

て、実施した

売上高の増

した（実施予

業績への影響

単価 

 

⑥20

⑦20

⑧20

 目

⑨20

 よ

⑩20

設備投資

季労使交渉の

上昇した。ま

しており、円

ものと考え

を把握するた

賞与の増額に

％と過半数を

回答した事業

した (27 頁)

割超で、昨年

割強が昨年度

た（実施予

増加」を想定

定の）事業者

響では、「売上

015 年度にお

015 年度の設

015 年度に実

的について

015 年度に実

る業績への影

015 年度に設

資の意向」に

の最終集計結

また、内閣府

安等を背景

られる。 

め、県内事業

により、賃上

を占める 

業者は昨年度

年度よりも増

よりも支給額

定の）事業

定する事業者

者は 3 割強 

上高の増加」

おける非正規

設備投資の実

実施または予

実施または予

影響について

設備投資を実

について 

結果によると

は民間企業

とした国内企

業者の賃上

上げを実施 

度よりも増加

増加 (29 頁)

額を「増加」

業者は 3割強

者は 4割 

(34 頁) 

と「業績に

規雇用者数の

実施及び予定

予定している

予定している

て 

実施しない理

と、15 年

の設備投

企業の業

げ、設備

加。 

) 

させた

強 

に影響な

増減 

定について 

設備投資の

設備投資に

理由について

 



 

 ① 201

 
 
 
 
 
 
 2015 年

内事業者

加幅に関

で続き、

（※）賞

 

○「増加

 産業別

は月例給

とする回

っている

属製品製

品製造業

る。その

「横ばい

に比べて

料品小売

程度の事

答した。

  

○月例給

事業者は

 昨年 6

動向調査

における

て質問し

せた事業

た。2015

加」させ

回った。

 

 

 

 
 

月例

製造

5 年度におけ

年度の月例給

者に質問した

関しては、「

「3％以上の

賞与及び時間

加」は製造業

別に見ると、

給与額を「増

回答が 65.2%

る。中でも、

製造業、機械

業では 7 割を

の一方で、小

い」との回答

て多くなって

売業や運輸業

事業者が「減

 

給与額を増加

は昨年度より

6 月に実施し

査」では、2

る月例給与額

しており、「

業者は 43.3

5 年度は 55.

せており、昨

 

例給与額を

造業を中

ける月例給与

給与額（※）

たところ、「増

1％以上 2％

の増加」は 1

間外手当は除

業で 65.2% 

製造業で

増加」した

%と多くな

鉄鋼・金

械・機械部

を超えてい

小売業では

答がその他

ており、衣

業では 1 割

減少」と回

加させた  

りも多い 

した「景気

014 年度

額につい

増加」さ

％であっ

3％が「増

昨年度を上

を増加させ

心に 5割

与額の増減

が前年度に

増加」したと

％未満の増加

12.9％だった

除く 

※図中の各

0

全産業

(n=778)

建設業

(n=82)

製造業

(n=193)

商業

(n=237)

サービス業

(n=266)

3
1
横

■図表 2

※アンケー

0

全産業

(n=512)

建設業

(n=56)

製造業

(n=91)

商業

(n=146)

サービス業

(n=219)

■図表 201

※「景気動

※図中の

 - 27 -

せた事業者

割強の事業

（前年度比）

に比べてどの

とする回答は

加」が 17.5％

た。 

各項目下の（

12.9

12.2

14.5

10.1

14.3

16

17

14.8

15

0% 20%

3%以上の増加
1％以上2％未満
横ばい

2015 年度に

ートを回収し

19.7

14.3

16.5

13.7

12.8

% 20%

3%以上の増加

14 年度にお

動向調査 NO.

の各項目下の

者は昨年

業者が「増

  

の程度増減（

は 55.3％、「

％で最も多く

）内の数値は

6.6

.1

20.7

5.0

17.5

12.2

20.3

14.3

% 40%

満の増加

おける月例給

た 836 社のう

23.6

23.2

31.9

19.9

22.8

% 40%

加 3％未

ける月例給与

95」(和歌山社

（ ）内の数値

度よりも

増加」と回

（定期昇給含

横ばい」は

、「2％以上

は、無回答を除

20.7

8.4

8.5

9.3

5.9

9.8

% 60%

2％以
1%未
減少

給与額の前年

ち、無回答 58

56

5

60%

未満の増加

与額の前年度

社会経済研究所

値は、無回答を

も増え 

回答 

含む）してい

41.0％とな

3％未満」が

除く回答事業者

41.0

46.3

30.6

45.1

43.2

80%

以上3％未満の
未満の増加
少

年度比（全産

8 社を除く 77

52.7

46.4

42.9

6.8

55.7

80%

横ばい

度比（全産業

所、2014 年 6

を除く回答事業

るかを県

った。増

が 16.6％

者数を示す。

3.7

3.7

4.1

3.8

3.4

100%

の増加

産業 778 社）

78 社が対象。

3.9

1.8

3.3

4.8

4.1

100%

減少

業 512 社）

月実施)より

業者数を示す。 



 

 ② 20

 

 

 

 

2015

の程度増

加」との

加」が 2

 

○「増加

4割弱と

 産業別

単価を

業者は製

多い一方

13.0%と

 業種別

製造業、

製造業、

旅館・ホ

祉などで

答が多い

○賃金単

た事業者

 昨年

「景気動

2014 年

規雇用の

加」さ

25.5％で

年度は 2

させてお

の事業者

引き上げ

 

実

15 年度にお

年度におけ

増減している

の回答は 27

22.7％となっ

加」は製造業

と多い 

別に見ると、

「増加」させ

製造業で 35

方で、建設業

となっている

別では、繊維

鉄鋼・金属

飲食料品卸

ホテル、医療

で「増加」と

い。 

 

 

 

単価を増加

者は昨年度並

6 月に実施

動向調査」で

年度における

の賃金単価を

せた事業者

であった。2

27.8％が「増

おり、ほぼ同

者が賃金単

げている。 

非正規雇

実施した

おける非正規

る非正規雇用

るかを県内事

.8%となった

った。 

業で 

、賃金

せた事

5.9%と

業では

る。 

維製品

属製品

卸売業、

療・福

との回

させ

並み 

施した

では、

非正

を「増

者は

2015

増加」

同程度

価を

■図

雇用者の賃

事業者は

規雇用者の賃

用者への賃金

事業者に質問

た。増加幅に

全産業

(n=683)

建設業

(n=62)

製造業

(n=170)

商業

(n=210)

サービス業

(n=241)

※図中の各項

■図表 201

※アンケート

0

全産業

(n=458)

建設業

(n=43)

製造業

(n=88)

商業

(n=126)

サービス業

(n=201)

図表 2014 年

※「景気動向

※図中の各
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賃金単価の

は昨年度と

金単価の増減

金単価（時給

問したところ

に関しては、

5.1

6.5

4.7

3.8

6.2

22.7

6.5

31

24.3

19.5

0% 20

3%以上の増

項目下の（ ）

5 年度におけ

トを回収した 8

12.4

14.0

11.4

11.1

13.4

13.1

4.7

19

12.7

12.4

% 20%

3%以上の増加

年度における

向調査 NO.95」

各項目下の（

の増加に

と同水準の

減（前年度比

給、日給、月

、71.3%の事

「3％以上の

1.2

0% 40%

増加 3％未

内の数値は、

ける非正規雇

836 社のうち、

1

.3

4

% 40%

加 3％未

非正規雇用

(和歌山社会経

）内の数値は

ついて 

の 3 割弱 

比） 

給単価等）

事業者が「横

の増加」が 5

71.

87.1

70.

73.9

% 60%

未満の増加

無回答を除く

雇用者の賃金

、無回答 153 社

73.6

81.4

69

75.4

72.6

60%

未満の増加

者の賃金単価

経済研究所、2

は、無回答を除

が前年度に比

横ばい」と回答

5.1％、「3％未

.3

63.5

0

9

80%

横ばい

く回答事業者数

金単価の前年

（全産業

社を除く 683

6

9.3

80%

横ばい

価の前年度比

（全産業
2014 年 6 月実

除く回答事業者

比べてど

答し、「増

未満の増

0.9

1.9

100%

減少

数を示す。 

年度比 

業 683 社）

社が対象。

0.9

0.8

1.5

100%

減少

比 

458 社） 
実施)より

者数を示す。
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2015

事業者が

 

○「支給

建設業、

 産業

や製造業

る回答割

方で、商

ス業は 6

 業種

業、飲食

連サービ

ービス業

とする割

て低くな

 

○夏季

昨年度に

 昨年

気動向調

度におけ

状況につ

（※）と

見られた

見られる

できない

の「支給

75.7％と

に比べて

業者は多

（※）調

給前の6

選択肢は

5 年度夏季賞

年度におけ

が「支給した

給した」とす

製造業で多

業別に見ると

業で「支給し

割合が8割超

商業は 74.1%

67.3%となっ

種別では、衣

食料品小売業

ビス業、教養

業などで「支

割合が他業

なっている。

賞与の支給事

に比べて増加

6 月に実施

調査」では、

ける夏季賞

ついて、「支給

する事業者

た。調査時期

るため、厳密

いものの、2

給した」とす

となっており

て支給を実

多くなってい

調査時期が夏

6月であった

は「支給を予

夏季賞

昨年度

賞与の支給状

る夏季賞与に

た」と回答し

する回答は

多い 

、建設業

した」とす

超となる一

%、サービ

った。 

衣料品小売

業、生活関

養・娯楽サ

支給した」

種に比べ

 

事業者は 

加 

施した「景

2014 年

与の支給

給を予定」

者が 63.6％

期に違いが

密に比較は

2015 年度

する回答は

り、昨年度

施した事

いる。 

夏季賞与支

たことから、

予定」として

賞与を支給

に比べて

状況  

について、そ

した。 

ている。 

全

(n=

建

(n

製

(n=

商

(n=

サービ

(n=2

※図中

■図表 20

※アンケ

全産

(n=5

建設

(n=5

製造

(n=9

商業

(n=1

サービス

(n=219

※図中

■図表 20

※「景気
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給した事業

て支給事業

その支給状況

0%

全産業

=777)

建設業

n=82)

製造業

=193)

商業

=239)

ビス業

63)

支給した

支給なし

中の各項目下の

015 年度の夏

ケートを回収し

0%

産業

517)

設業

59)

造業

93)

業

146)

ス業

9)

支給を予定

支給の予定な

未定

の各項目下の

014 年度の夏

気動向調査 NO

業者は 7 割

業者は増加

況を県内事業

67

20%

(昨年もなし)

の（ ）内の数

夏季賞与の支

した 836 社のう

63.6

69.

69.

61.0

61.2

20%

なし(昨年度もなし

（ ）内の数

夏季賞与の支

.95」(和歌山社

割超 

加した 

業者に質問し

75.7

85.4

85.0

74.1

7.3

40%

数値は、無回答

支給状況（全

うち、無回答 5

.5

.9

40% 6

支

し) 制

値は、無回答

支給状況（全

社会経済研究所

したところ、

3.1

5.0

3.0

60% 8

支給なし(昨年

制度なし(支給

答を除く回答事

産業 777 社）

59 社を除く 7

2.5

5.1

3.2

1.4

20.5

1

1

22.6

22.8

60% 80

給の予定なし(昨

度なし(支給は不

を除く回答事

産業 517 社）

所、2014 年 6

75.7％の

17.6

11.0

12.4

17.6

23.6

3.6

2.4

3.3

6.1

0% 100

年はあり)

給は不定期)

事業者数を示す

） 

777 社が対象。

15.3

15.1

7.7

8.5

9.7

6.2

7.8

5.6

1

2.

7.5

6.8

0% 100%

昨年度はあり)

不定期)

事業者数を示す

） 

6 月実施)より

0%

す。 

 

6

.7

.2

5

%

す。 
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2015

「横ばい

 

○「増加

製造業、

 産業別

したとす

ビス業で

く、製造

に続く。

商業は

回答割合

 業種別

造業、鉄

業、機械

で「増加

数を占め

卸売業、

は「減少

見られた

 

○「増加

昨年度に

 昨年 6

気動向調

年度にお

支給額に

との回答

る事業者

見られた

加」との

14 年度

上回った

 

夏

支

5 年度夏季賞

年度におけ

い」が 47.6%

加」とする事

サービス業

別に見ると、

する事業者

で 45.7％と

造業が 45.6

建設業は 3

36.7%とやや

合となった。

別では、化学

鉄鋼・金属製

械・機械部品

加」との回答

める一方、建

機械器具卸

少」との回答

た。 

加」とする事

に比べて大幅

6 月に実施し

調査」では

おける夏季

について、「

答は、支給を

者のうち 23

た。2015 年度

の回答は 41

の 23.9％を

た。 

夏季賞与

支給額を昨

■

賞与の支給額

ける夏季賞与

%で最も多く

業者は 

で多い 

「増加」

はサー

最も多

％で次

35.3%、

や低い

 

製品製

品製造

製造業

が過半

築材料

売業で

も多く

事業者が 

幅増 

した「景

、2014

賞与の

「増加」

を予定す

3.9％で

度の「増

.7％で、

を大きく

■

を支給し

昨年度に比

1.

3

0%

全産業

(n=322)

建設業

(n=38)

製造業

(n=64)

商業

(n=88)

サービス業

(n=132)

昨

※図中

■図表 2014

※「景気

額  

について、支

、「増加」し

0%

全産業

(n=578)

建設業

(n=68)

製造業

(n=160)

商業

(n=177)

サービス業

(n=173)

昨

※図中の各

■図表 2015
※「③2015

回答 10

- 30 -

した事業者

比べて「増

.2

3.1

23.9

26.3

35.

35.

24.2

% 20%

昨年度は支給な

中の各項目下の

4 年度の夏季

気動向調査 NO

支給を実施し

したとする事

41

35.

45

36.7

% 20%

昨年度は支給な

各項目下の（

年度の夏季
5 年度夏季賞与

0 社を除く 578

者のうち 4

増加」し

.9

.9

% 40%

なし 増

の（ ）内の数

季賞与の支給

O.95」(和歌山

した事業者に

事業者は 41.

1.7

3

5.6

7

45.7

% 40%

なし 増

）内の数値は

賞与の支給額
与の支給状況」

8 社が対象。

4 割強が 

たと回答

65.2

63.2

5

51

65.9

60%

加 横ば

数値は、無回答

給額（全産業

社会経済研究所

にその支給額

.7%、「減少」

47

52

49.2

60%

加 横ば

は、無回答を除

額（全産業 5
で「支給した

答 

1.6

1.6

80%

ばい

答を除く回答事

322 社） 

究所、2014 年 6

額を質問した

」は 9.9%と

7.6

.9

44.4

2

46.8

80%

ばい

除く回答事業者

578 社） 
た」と回答した

9.6

10.5

9.4

9.4

8.3

100%

減少

事業者数を示す

6 月実施)より

たところ、

となった。 

9.9

8.8

10.0

13.0

6.9

100%

減少

者数を示す。

た 588 社のうち

す。 

ち無



 

従業

（参考）

 

 

 

 

前記の

支給状況

賞与の内

程度かを

 月例給

で月例給

業者は

30.7％で

 

■図表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上
状
対
当

昨年度

引

昨年度

業員所得を

 2015 年度

の調査項目の

況」、「④ 20

内、少なくと

をみると、下

給与額、夏季

給与額のみ増

5.3％となっ

で、月例給与

表 正規雇用

今
年
度
の
月
例
給
与
額
の
増
減(

対14

年
度
比) 

上表は、「①2
状況」または
対象にして、
当事業者数と

度に比べて従

引き上げた事

度に比べ

を引き上げ

3％以上

3％未満

横ば

減

度における正

の「① 2015

15 年度夏季

ともいずれか

下図のような

季賞与ともに

増額させた事

った。月例給

与額、夏季賞

用者の賃金と

※図

2015 年度にお
は「④2015 年
正規雇用者の

と全体に占め

従業員所得を

事業者 

55.7

て月例給

げた事業

上増加

満増加

ばい

減少

規雇用者の

年度におけ

季賞与の支給

かを増額させ

な結果となっ

に昨年度に比

事業者が 23.8

給与額、夏季

賞与のうちい

と夏季賞与に

中の各項目下

おける月例給
年度の夏季賞与
の月例給与額
る割合を示し

今年

7

1

 

7% 

- 31 -

給与額や夏

者は全体

増加

月例給与額

ける月例給与

給額」におけ

せ、正規雇用

った。 

比べて増額さ

8％、月例給

季賞与ともに

いずれかが減

について(全産

下の（ ）内の

給与額の増減
与の支給額」

額の増減と夏季
したものであ

年度の夏季賞

7.6% 
(58) 

9.0% 
(144) 

5.3% 
(40) 

0.1% 
(1) 

夏季賞与の

体の 55.7％

横ばい

と夏季賞与に

与額の増減」

ける回答結果

用者の所得引

せた事業者

給与額は横ば

に昨年度から

額となった事

産業 759 社）

数値は、回答

減」ならびに
のいずれか

季賞与の増減
ある。 

賞与の増減(

4.2% 
(32) 

19.6%
(149) 

30.7% 
(233) 

2.9% 
(22) 

の増額によ

％と過半数

減少

について 

及び「③ 20

果を活用して

き上げを実施

は 26.6％で

ばいで夏季賞

増減なしだ

事業者は 13

 

事業者数を示

「③2015 年度
かに回答してい
減について、各

(対 14 年度比

 

% 

0.9% 
(7) 

4.0% 
(30) 

5.0% 
(38) 

0.7% 
(5) 

より 

数を占め

未定

015 年度夏季

、月例給与額

施した事業者

、夏季賞与

与のみ増額

ったとする事

3.6％見られた

示す。 

度の夏季賞与
いる事業者 7
各組合せにお

比) 

 

 

 

 

る 

定

季賞与の

額、夏季

者がどの

は横ばい

させた事

事業者は

た。 

与の支給
759 社を
おける該
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調査時

て、県内

 

○「増加

製造業で

 産業別

との回答

とやや多

21.5%、

商業で 1

 業種別

鉄鋼・金

械・機械

加」との

方で、木

業、旅館

料品小売

の回答が

ている。

 

○正規雇

ついては

類似 

 昨年 6

気動向調

年度にお

数の増減

とする回

「減少」

た。この

の回答結

ている。

 

 

正規

5 年度におけ

時点における

内事業者に質

加」とする事

で多い 

別に見ると、

答は製造業で

多く、サービ

建設業で 2

13.7％となっ

別では、設備

金属製品製造

械部品製造業

の回答が多く

木材・木工製

館・ホテル業

売業では「減

が相対的に多

 

雇用者数の増

は昨年度と状

6月に実施し

調査」では、

おける正規雇

減について、

回答は 16.5

の 8.3％を上

の点は、201

結果とほぼ類

 

規雇用者数

昨年

ける正規雇用

る正規雇用者

質問したとこ

事業者は 

「増加」

で 24.6％

ビス業で

20.0%、

っている。 

工事業、

造業、機

業で「増

くなる一

製品製造

業、飲食

減少」と

多くなっ

増減に

状況が

した「景

2014

雇用者

「増加」

5％で、

上回っ

5 年度

類似し
サ

■

数を「増

度とほぼ

用者数の増減

者数を 2015

ころ、「増加」

0%

全産業

(n=769)

建設業

(n=80)

製造業

(n=191)

商業

(n=233)

サービス業

(n=265)

※図中の

■図表 2015

※アンケー

9

0%

全産業

(n=503)

建設業

(n=59)

製造業

(n=89)

商業

(n=142)

サービス業

(n=213)

※図中の各

■図表 2014 年

※「景気動向
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加」させ

ぼ同様の結

減（2015 年 3

年 3 月末時

」とする回答

19.8

20.0

24.6

13.7

21.5

% 20%

増

の各項目下の

5 年度におけ

ートを回収した

16.5

18.6

24.7

9.2

17.4

20%

増加

各項目下の（

年度における

向調査 NO.95」

せた事業者

結果となっ

3 月末比）

時点の雇用者

答が 19.8％で

% 40%

増加

（ ）内の数値

ける正規雇用

た 836 社のうち

40%

加

）内の数値は

る正規雇用者

(和歌山社会経

者は 19.8％

った 

 

者数と比較し

で「減少」の

71.3

73.8

63.9

78.5

69.4

60%

横ばい

値は、無回答を

用者数の増減

ち無回答 67 社

75.1

78.0

65.2

80.3

75.1

60%

横ばい

は、無回答を除

者数の増減

経済研究所、2

％ 

た場合の増減

の 9.0％を上

80%

減少

を除く回答事業

減（2015 年 3

（全

社を除く 769 社

80%

減少

除く回答事業者

（2014 年 3 月

（全産

2014 年 6 月実

減につい

上回った。 

9.0

6.3

11.5

7.7

9.1

100%

業者数を示す。

3 月末比）

全産業 769 社

社が対象。  

8.3

3.4

10.1

10.6

7.5

100%

者数を示す。

月末比） 

産業 503 社）

実施)より 

 

社） 
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調査時

いて、県

 

○「増加

サービス

 産業別

との回答

18.5％と

方で、建

相対的に

 業種別

ービス業

館・ホテ

業におい

答が多く

品小売業

では「減

対的に多

 

 

○非正規

ついては

類似 

 昨年 6

気動向調

度におけ

の増減に

する回答

の 5.5％

は 2015

ほぼ類似

 

 

 

非正

5 年度におけ

時点における

県内事業者に

加」とする事

ス業で多い 

別に見ると、

答はサービ

とやや多く

建設業では 4

に少ない。 

別では、生活

業、医療・福

テル業などサ

いて「増加」

くなる一方で

業や食料品

減少」との回

多くなってい

規雇用者数の

は昨年度と状

6 月に実施し

調査」では、

ける非正規雇

について、「増

答は 13.2％で

％を上回った

5 年度の回答

似している。

正規雇用者

昨年

ける非正規雇

る非正規雇用

に質問したと

事業者は 

「増加」

ス業で

なる一

4.9％と

活関連サ

福祉、旅

サービス

との回

で、衣料

製造業

回答が相

いる。 

の増減に

状況が 

した「景

2014 年

雇用者数

増加」と

で、「減少」

。この点

答結果と

 

サ

■

者数を「増

度とほぼ

雇用者数の増

用者数を 201

ころ、「増加

4

0%

全産業

(n=641)

建設業

(n=61)

製造業

(n=154)

商業

(n=193)

サービス業

(n=233)

※図中の各

■図表 2015

※アンケー

5

0%

全産業

(n=403)

建設業

(n=34)

製造業

(n=77)

商業

(n=118)

サービス業

(n=174)

※図中

■図表 201

※「景気動
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増加」させ

ぼ同様の結

増減（2015 年

15 年 3 月末

加」とする回答

14.0

4.9

11.7

13.5

18.5

% 20%

増加

各項目下の（

5 年度におけ

トを回収した

13.2

5.9

11.7

14.3

13.8

% 20%

増

中の各項目下の

4 年度におけ

動向調査 NO.9

せた事業者

結果となっ

年 3 月末比）

末時点の雇用

答が 14.0％

% 40%

加

 ）内の数値

ける非正規雇

836 社のうち

% 40%

増加

の（ ）内の数

ける非正規雇

5」(和歌山社会

者は 14.0

った 

 

者数と比較

で「減少」の

77.5

90.2

78.6

78.8

72.5

60%

横ばい

は、無回答を

用者数の増減

無回答 195 社

81.4

94.1

79.2

83.9

79.9

60%

横ばい

数値は、無回答

雇用者数の増

会経済研究所、

0％ 

した場合の増

の 8.4％を上回

80%

減少

を除く回答事業

減（2015 年

（全

社を除く 641 社

80%

減少

答を除く回答事

増減（2015 年

（全

、2014 年 6 月

増減につ

回った。 

8.4

4.9

9.7

7.8

9.0

100%

業者数を示す。

年 3月末比）

全産業 641 社

社が対象。  

5.5

9.1

1.8

6.3

100%

事業者数を示す

年 3月末比）

全産業 403 社

月実施)より 

 

） 

  

す。 

 

社） 
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2015

業者が

「未定」

調査」に

なってお

いる。 

 

○「あり

 産業別

業の 25

品製造業

いる。 

 

 

■図表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施した

5 年度の設備

年度におけ

「あり」（既に

は 10.5％と

によると、2

おり、この結

り」とする事

別に見ると、

5.6%が続く。

業、生活関連

表 2015 年度

※ア

全産業

(n=780)

建設業

(n=82)

製造業

(n=191)

商業

(n=238)

サービス業

(n=269)

201

た(実施予

備投資の実施

る設備投資の

に実施または

となった。商

015 年度の国

結果に比べる

事業者は製造

「あり」との

業種別では

連サービス業

度の設備投資

アンケートを回

※

32.

25.6

4

25.6

35

0% 2

15 年度の

予定の)事

施及び予定に

の実施及び予

は今後予定し

商工中金調査

国内設備投資

ると、県内事

造業で 4 割と

の回答は製造

は、木材・木

業、教養・娯

資の実施及び

回収した 836 社

図中の各項目

.8

40.8

5.7

20% 4

あり

- 34 -

の設備投資

事業者は 3

について  

予定について

している）と

査部が 2015

資の有無につ

事業者の設備

と多い 

造業で 40.8%

木工製品製造

娯楽サービス

び予定につい

社のうち無回答

下の（ ）内

59.8

6

40% 6

なし

資について

割強。製

て県内事業者

回答した。予

年 7 月に実

ついて、「有」

備投資の実施

%と多く、サ

造業、鉄鋼・

ス業で「あり

いて（全産業

答 56 社を除く

の数値は、無

56.7

8

48.7

67.2

52.0

60% 8

未

て 

製造業では

者に質問した

予定「なし」

実施した「中小

」と回答した

及び予定の状

サービス業の

金属製品製

」とする回答

業 780 社） 

く 780 社が対象

回答を除く回

10.5

14.6

10.5

7.

12.3

80% 1

未定

は 4 割 

たところ、32

との回答は

小企業設備投

た事業者が

状況は弱め

の 35.7%、建

造業、機械

答割合が高

象。 

回答事業者数を

5

5

1

100%

2.8%の事

は 56.7％、

投資動向

43.6％と

となって

設業、商

・機械部

くなって

示す。 
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2015

ついて質

「設備の

「合理化

 

○「設備

 産業別

業種別で

業で「設

 

○「設備

 「設備

製品製造

 

 

■図表
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実施(また

老朽設備

50.2
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（%）

5 年度に実施

年度におけ

質問したとこ

の維持・補修

化・省力化」

備更新」との

別に見ると、

では設備工事

設備更新」と

備の増設」と

備の増設」と

造業、食料品

表 2015 年度

※「⑦2015 年

除く 255 社

たは予定)

備の更新・

26.7

設
備
更
新

全産業

(n=255)

施または予定

る設備投資に

ころ、老朽設

修」(26.7%)、

(17.6%)とい

の回答は建設

「設備更新」

事業、繊維製

とする回答割

との回答は製

とする回答に

品製造業、機

度に実施また

度の設備投資

社が対象。 

)の設備投

・買い替え

26.3

設
備
の
維
持
・
補
修

建設業

(n=21)

定している設

について、実

設備の刷新、

「設備の増設

いった回答も

設業で 6割と

との回答は建

製品製造業、

割合が相対的

製造業で 3.5

については、

機械・機械部

たは予定して

の実施及び予

※図中の各項

- 35 -

投資につい

えといった

3

17.6

設
備
の
増
設

製造業

(n=78)

設備投資の目

実施した（ま

買い替えと

設」(26.3%)

も見られた。

多く、商業

建設業で 61

機械・機械

的に高くなっ

割と多くな

製造業で 3

部品製造業な

ている設備投

予定について」

 

項目下の（ ）

いて、そ

た「設備更

6 18.4

合
理
化
・
省
力
化

商業

(n=60)

目的について

または実施予

といった「設

が続いてい

 

では 4割弱

.9%と多く、

械部品製造業

ている。 

っている 

5.9%と多く

どで回答割合

投資の目的に

で「あり」と

内の数値は、

の目的と

更新」が

4 2

新
規
事
業
の
展
開

サービ

(n=96)

て   

予定の）事業者

設備更新」が

る。「新規事

商業では 36

、生活・文化

なっている。

合が高い。 

について（全

回答した 256

無回答を除く

しては 

が過半数 

2.4

そ
の
他

ビス業

)

者にその投資

が 50.2%と最

事業の展開」

6.7%となって

化用品小売業

。業種別で

全産業 255 社

6 社のうち無回

く回答事業者数

資目的に

最も多く、
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おわりに 

○国内外の経済情勢の不透明感が見られる中、県内景況感の持ち直しの動きに足踏み感 

8 月上旬の中国人民元切り下げをきっかけに中国経済の成長減速への懸念が急速に強まった。

世界的に株価が乱高下すると同時に、各国の輸出入に関する経済指標に弱さが見られるなど、実

体経済への影響も見られている。このような情勢の中で、内閣府は「月例経済報告」(8 月)におい

て、3 年ぶりに世界経済の基調判断を引き下げた。 

国内経済情勢については、消費面では訪日外国人による旺盛な消費が見られるが、実質賃金の

持ち直しは緩やかな動きにとどまっており、個人消費に鮮明な持ち直しの動きは見られず、総じ

て底堅い推移となっている。企業活動に関しては、円安進行に伴い、企業収益は改善しているも

のの、新興国向けのみならず欧米向けの輸出数量でも減少が続く中、生産活動は低調な推移とな

っている。このように、国内外の経済情勢には弱さが目立ち、国内景気には引き続き「足踏み感」

が見られる。 

このような状況の中で、7～9 月期の県内経済は、県内観光の入込客増を背景に、旅館・ホテル

業や飲食業で景況感・業績の改善が見られるものの、公共工事請負額の低調さ等から建設関連産

業で景況感・業績は悪化している。その他の産業についても、業績改善の動きは弱く、県内景気

の持ち直しの動きには足踏み感が見られている。 

 

○昨年度に比べて月例給与額、夏季賞与を増額させる事業者が増加 

 持ち直しの動きに足踏み感が見られた県内経済にあって、従業員の給与を引き上げる事業者が

増加した。正規雇用者への月例給与額を増加させた事業者は 55.4%で、昨年度よりも多くなって

おり、夏季賞与を支給した事業者は 75.7%で、こちらも昨年度よりも増えている。昨年 4 月の消

費増税や食料品価格の上昇が家計を圧迫する中、多くの県内事業者による賃金引き上げは、家計

への恩恵が大きいと考えられる。 

 また、2015 年度における県内事業者の設備投資については、実施または実施予定の事業者が全

体の 32.8%となったが、そのうちの 40.7%の事業者は設備投資による「売上高の増加」を想定し

ており、積極的な投資に踏み出す事業者も見られた。 

 

○「景気動向調査 NO.100」発行のお礼 

和歌山県を取り巻く経済環境が県内事業者の経営にどのような影響を与えているのかを把握す

るために、昭和 61(1986)年に「企業経営者見通し調査」として開始した本調査は、多くの県内事

業者の皆様からのご協力により、100 回目の報告書発行となりました。ここに、改めてご協力い

ただいた皆様方に感謝申し上げますとともに、今後とも、これまでの調査結果の蓄積を十二分に

活用し、県内経済に関する有用な情報を提供することに努めてまいります。 

 

 

 

 

 


